[bookmark: _GoBack]別記様式第１号（第４条関係）
特　別　支　援　教　育　就　学　奨　励　費　に　係　る　収　入　額　・　需　要　額　調　書
（整理番号）NO.　　　　　
	保護者氏名
	住所
	児童生徒氏名
	学校名、学年（特別支援学級名）等
	都道府県の地区別区分：Ⅵ
地域の級地区分：３－１
	学校長承認

	
	
	
	
	
	

	世帯の収入状況
	世帯の状況（前年１２月末日現在）
	需　　要　　額　　等

	
	保護者等氏名
	生年月日
（満年齢）
	続柄
	本人同意欄
	在学学校名・学年
（特別支援学級名）
	教育扶助基準
	生活扶助基準

	
	
	
	
	
	
	基準額
	教材代
	学校
給食費
	通学費
	第１類
	期末一時
扶助費
	障害者/母子加算額
	第　　２　　類

	所得控除前
	総所得金額
	円

	
	年　月　日
（　　歳）
	
	☐	
	
	
	
	
	円
	円
	
	ｈ　基準額

円

	
	退職所得金額
	

	
	年　月　日
（　　歳）
	
	☐	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	ｉ　地区別冬季加算額

円

	
	山林所得金額
	

	
	年　月　日
（　　歳）
	
	☐	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	Ａ

	
	年　月　日
（　　歳）
	
	☐	
	
	
	
	
	
	
	
	ｊ　生活扶助基準計
(ｅ×逓減率、ｆ～ｉの合計)

円

	所　得　控　除
	雑損控除
	

	子等の氏名
	生年月日
（満年齢）
	続柄
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	社会保険料
	

	
	年　月　日
（　　歳）
	本人
	☐	
	円
	円
	円
	円
	
	
	円
	ｋ　住宅扶助基準


円

	
	小規模企業共済等掛金控除
	

	
	年　月　日
（　　歳）
	
	☐	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	生命保険料
	

	
	年　月　日
（　　歳）
	
	☐	
	
	
	
	
	
	
	
	ｌ　需要額
(ａ～ｄ、ｊ、ｋの合計)

円

	
	地震保険料
	

	
	年　月　日
（　　歳）
	
	☐	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	ひとり親又は
寡婦控除の額
（保護者に限る。）
	

	
	年　月　日
（　　歳）
	
	☐	
	
	
	
	
	
	
	
	
 ＝

	
	計
	Ｂ

	
	年　月　日
（　　歳）
	
	☐	
	
	
	
	
	
	
	
	

	所得額（Ａ－Ｂ）
	Ｃ

	
	年　月　日
（　　歳）
	
	☐	
	
	
	
	
	
	
	
	

	収入額(Ｃ×1/12)
	Ｄ

	合　　　　　　　　　　　計
	ａ
	ｂ
	ｃ
	ｄ
	ｅ
	ｆ
	ｇ
	

	特記事項
	支弁区分
☐　Ⅰ段階（令第２条第１号相当）　☐　Ⅱ段階（令第２条第２号相当）
☐　Ⅲ段階（令第２条第３号相当）

	（注）１　本人同意欄については、この調書に記載のある世帯員の地方税関係情報及び世帯状況について、市が調査することについて同意する場合に☑をしてください。ただし、年齢や障がいの特性・状態により同意の意思が表示できない者については、法定代理人による☑として差し支えありません。
なお、全員の同意がない場合は、審査することができません。
２　「特記事項」の欄には、生活保護等の該当事項を記載してください。
３　この様式において「令」とは、特別支援学校への就学奨励に関する法律施行令（昭和２９年政令第
１５７号）をいいます。
	上記の内容について、間違いありません。
年　　月　　日　　
東広島市長　様


　　　　　　　　　保護者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　



